
- 1 -

総合政策部 財政課

令和２年度当初予算について

１ 会計別予算額

その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進

（単位：千円）

令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

18,710,000 18,120,000 590,000 3.3%

5,963,165 5,988,701 △ 25,536 △ 0.4%

770,255 690,103 80,152 11.6%

4,576,282 4,244,397 331,885 7.8%

792,919 574,508 218,411 38.0%

2,090,735 2,076,438 14,297 0.7%

2,247,680 2,326,234 △ 78,554 △ 3.4%

35,151,036 34,020,381 1,130,655 3.3%

※上記を一般会計と特別会計で区分した場合 （単位：千円）

令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

18,710,000 18,120,000 590,000 3.3%

16,441,036 15,900,381 540,655 3.4%

12,102,621 11,497,709 604,912 5.3%

4,338,415 4,402,672 △ 64,257 △ 1.5%

35,151,036 34,020,381 1,130,655 3.3%

※基金残高見込み （単位：千円）

令和２年度 令和元年度 増減額 増減率

949,341 899,648 49,693 5.5%

1,503,490 1,488,331 15,159 1.0%

4,063 193,996 △ 189,933 △ 97.9%

38,904 38,169 735 1.9%

12,019 3,435 8,584 249.9%

317,367 225,169 92,198 40.9%

6,311 － 6,311 皆増

101 － 101 皆増

2,831,596 2,848,748 △ 17,152 △ 0.6%合　　　　　　　計

5 巾 着 田 施 設 整 備 基 金

4 緑 の 基 金

6 ま ち づ く り 基 金

3 減 債 基 金

1 財 政 調 整 基 金

2 公 共 施 設 整 備 基 金

会　　　計　　　名

合　　　　　　　計

会　　　計　　　名

5

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

4

3

2

1

7

6

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

清 流 文 化 都 市 ひ だ か 創 生 基 金

7

8

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計

介 護 保 険 特 別 会 計

武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計

う ち 公 営 企 業 会 計 以 外

一 般 会 計

特 別 会 計

う ち 公 営 企 業 会 計 （ ６ ･ ７ ）

水 道 事 業 会 計

下 水 道 事 業 会 計

基　　　金　　　名

合　　　　　　計
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令和２年度当初予算について

２ 各会計の予算状況

その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進

- ２ -

- ２ -

（単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 市 税 8,351,081 44.6% 8,451,543 46.6% △ 100,462 △ 1.2%

2 地 方 譲 与 税 176,245 0.9% 163,001 0.9% 13,244 8.1%

3 利 子 割 交 付 金 5,000 0.0% 12,000 0.1% △ 7,000 △ 58.3%

4 配 当 割 交 付 金 27,000 0.2% 38,000 0.2% △ 11,000 △ 28.9%

5 株式等譲渡所得割交付金 30,000 0.2% 60,000 0.3% △ 30,000 △ 50.0%

6 法 人 事 業 税 交 付 金 57,000 0.3% Ü Ü 57,000 皆増

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,070,000 5.7% 1,060,000 5.9% 10,000 0.9%

8 ゴルフ場利用税交付金 78,000 0.4% 82,000 0.5% △ 4,000 △ 4.9%

自 動車 取得 税交 付金 Ü Ü 35,001 0.2% △ 35,001 皆減

9 環 境 性 能 割 交 付 金 35,000 0.2% 8,000 0.0% 27,000 337.5%

10 地 方 特 例 交 付 金 55,000 0.3% 56,000 0.3% △ 1,000 △ 1.8%

11 地 方 交 付 税 1,250,000 6.7% 1,170,000 6.5% 80,000 6.8%

12 交通安全対策特別交付金 6,800 0.0% 6,700 0.0% 100 1.5%

13 分 担 金 及 び 負 担 金 201,555 1.1% 323,862 1.8% △ 122,307 △ 37.8%

14 使 用 料 及 び 手 数 料 241,133 1.3% 238,092 1.3% 3,041 1.3%

15 国 庫 支 出 金 2,793,193 14.9% 2,505,872 13.8% 287,321 11.5%

16 県 支 出 金 1,349,314 7.2% 1,161,329 6.4% 187,985 16.2%

17 財 産 収 入 11,386 0.1% 18,581 0.1% △ 7,195 △ 38.7%

18 寄 附 金 153,347 0.8% 143,150 0.8% 10,197 7.1%

19 繰 入 金 923,450 4.9% 908,708 5.0% 14,742 1.6%

20 繰 越 金 500,000 2.7% 500,000 2.8% 0 0.0%

21 諸 収 入 252,596 1.4% 140,061 0.8% 112,535 80.3%

22 市 債 1,142,900 6.1% 1,038,100 5.7% 104,800 10.1%

18,710,000 100.0% 18,120,000 100.0% 590,000 3.3%合　　　　　　計

１　令和２年度日高市一般会計予算の状況

款 増減額 増減率
令和２年度 令和元年度

歳入

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他

市債

繰入金

県支出金

国庫支出金

地方交付税

地方特例交付金

地方譲与税

市税

単位：億円

令和２年度

令和元年度



２ 各会計の予算状況
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令和２年度当初予算について
その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進

歳出

予算額 構成比 予算額 構成比

1 議 会 費 179,541 1.0% 186,842 1.0% △ 7,301 △ 3.9%

2 総 務 費 2,750,077 14.7% 2,931,318 16.2% △ 181,241 △ 6.2%

3 民 生 費 8,388,726 44.8% 7,789,857 43.0% 598,869 7.7%

4 衛 生 費 1,530,821 8.2% 1,521,908 8.4% 8,913 0.6%

5 労 働 費 593 0.0% 511 0.0% 82 16.0%

6 農 林 水 産 業 費 86,098 0.5% 86,876 0.5% △ 778 △ 0.9%

7 商 工 費 154,201 0.8% 155,998 0.9% △ 1,797 △ 1.2%

8 土 木 費 1,318,129 7.0% 1,472,463 8.1% △ 154,334 △ 10.5%

9 消 防 費 843,034 4.5% 825,916 4.5% 17,118 2.1%

10 教 育 費 1,744,722 9.4% 1,504,836 8.3% 239,886 15.9%

11 災 害 復 旧 費 2 0.0% 2 0.0% 0 0.0%

12 公 債 費 1,447,231 7.7% 1,354,603 7.5% 92,628 6.8%

13 諸 支 出 金 226,825 1.2% 248,870 1.4% △ 22,045 △ 8.9%

14 予 備 費 40,000 0.2% 40,000 0.2% 0 0.0%

18,710,000 100.0% 18,120,000 100.0% 590,000 3.3%合　　　　　　計

１　令和２年度日高市一般会計予算の状況

款 増減額 増減率
令和２年度 令和元年度

（単位：千円）

0 20 40 60 80 100

その他

諸支出金

公債費

教育費

消防費

土木費

商工費

農林水産業費

労働費

衛生費

民生費

総務費

議会費

単位：億円

令和２年度

令和元年度



２ 各会計の予算状況
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令和２年度当初予算について
その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進

２　令和２年度日高市国民健康保険特別会計予算の状況

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 国 民 健 康 保 険 税 1,081,973 18.1% 1,124,434 18.8% △ 42,461 △ 3.8%

2 国 庫 支 出 金 2 0.0% 0 0.0% 2 皆増

3 県 支 出 金 4,384,026 73.5% 4,306,642 71.9% 77,384 1.8%

4 財 産 収 入 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

5 寄 附 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

6 繰 入 金 491,947 8.3% 551,809 9.2% △ 59,862 △ 10.8%

7 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

8 諸 収 入 5,214 0.1% 5,813 0.1% △ 599 △ 10.3%

5,963,165 100.0% 5,988,701 100.0% △ 25,536 △ 0.4%

歳出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 34,768 0.6% 31,661 0.5% 3,107 9.8%

2 保 険 給 付 費 4,366,820 73.2% 4,281,357 71.5% 85,463 2.0%

3 国民健康保険事業費納付金 1,467,003 24.6% 1,582,458 26.4% △ 115,455 △ 7.3%

4 財政安定化基金拠出金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

5 共 同 事 業 拠 出 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

6 保 健 事 業 費 79,469 1.3% 78,120 1.3% 1,349 1.7%

7 基 金 積 立 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

8 諸 支 出 金 5,102 0.1% 5,102 0.1% 0 0.0%

9 予 備 費 10,000 0.2% 10,000 0.2% 0 0.0%

5,963,165 100.0% 5,988,701 100.0% △ 25,536 △ 0.4%

３　令和２年度日高市後期高齢者医療特別会計予算の状況

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 後期高齢者医療保険料 621,219 80.7% 555,067 80.4% 66,152 11.9%

2 繰 入 金 148,030 19.2% 134,030 19.4% 14,000 10.4%

3 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

4 諸 収 入 1,005 0.1% 1,005 0.2% 0 0.0%

770,255 100.0% 690,103 100.0% 80,152 11.6%

歳出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 26,996 3.5% 25,470 3.7% 1,526 6.0%

2
後 期 高 齢 者 医 療
広 域 連 合 納 付 金

741,257 96.2% 662,631 96.0% 78,626 11.9%

3 諸 支 出 金 1,002 0.2% 1,002 0.2% 0 0.0%

4 予 備 費 1,000 0.1% 1,000 0.1% 0 0.0%

770,255 100.0% 690,103 100.0% 80,152 11.6%

合　　　　　　計

合　　　　　　計

合　　　　　　計

款

款

款

款

合　　　　　　計

増減率

令和元年度

令和元年度令和２年度

増減率

増減額 増減率

増減額

増減率

増減額
令和２年度 令和元年度

令和２年度

増減額
令和元年度令和２年度



２ 各会計の予算状況
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令和２年度当初予算について
その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進

４　令和２年度日高市介護保険特別会計予算の状況

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 保 険 料 1,009,094 22.1% 1,010,555 23.8% △ 1,461 △ 0.1%

2 国 庫 支 出 金 829,515 18.1% 776,456 18.3% 53,059 6.8%

3 支 払 基 金 交 付 金 1,186,564 25.9% 1,096,438 25.9% 90,126 8.2%

4 県 支 出 金 666,554 14.6% 612,412 14.4% 54,142 8.8%

5 財 産 収 入 192 0.0% 102 0.0% 90 88.2%

6 繰 入 金 884,342 19.3% 748,384 17.6% 135,958 18.2%

7 繰 越 金 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

8 諸 収 入 20 0.0% 49 0.0% △ 29 △ 59.2%

4,576,282 100.0% 4,244,397 100.0% 331,885 7.8%

歳出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 総 務 費 52,978 1.2% 52,753 1.2% 225 0.4%

2 保 険 給 付 費 4,280,890 93.5% 3,948,667 93.0% 332,223 8.4%

3 基 金 積 立 金 193 0.0% 103 0.0% 90 87.4%

4 地 域 支 援 事 業 費 231,218 5.1% 231,871 5.6% △ 653 △ 0.3%

5 諸 支 出 金 1,003 0.0% 1,003 0.0% 0 0.0%

6 予 備 費 10,000 0.2% 10,000 0.2% 0 0.0%

4,576,282 100.0% 4,244,397 100.0% 331,885 7.8%

５　令和２年度日高市武蔵高萩駅北土地区画整理事業特別会計予算の状況

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 保 留 地 処 分 金 92,273 11.7% 72,960 12.7% 19,313 26.5%

2 国 庫 支 出 金 12,000 1.5% 29,200 5.1% △ 17,200 △ 58.9%

3 繰 入 金 336,245 42.4% 262,847 45.7% 73,398 27.9%

4 繰 越 金 20,000 2.5% 20,000 3.5% 0 0.0%

5 諸 収 入 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%

6 市 債 332,400 41.9% 189,500 33.0% 142,900 75.4%

792,919 100.0% 574,508 100.0% 218,411 38.0%

歳出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 事 業 費 640,801 80.8% 470,895 82.0% 169,906 36.1%

2 公 債 費 151,618 19.1% 103,113 17.9% 48,505 47.0%

3 予 備 費 500 0.1% 500 0.1% 0 0.0%

792,919 100.0% 574,508 100.0% 218,411 38.0%

款

令和元年度

合　　　　　　計

款

款

款

合　　　　　　計

合　　　　　　計

合　　　　　　計

増減額
令和２年度

増減率

令和元年度

増減額 増減率

令和２年度 令和元年度

増減率

増減率増減額
令和元年度令和２年度

増減額

令和２年度



２ 各会計の予算状況
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令和２年度当初予算についてその他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進

６　令和２年度日高市水道事業会計予算の状況

収益的収入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 水 道 事 業 収 益 1,240,415 1,223,237 17,178 1.4%

収益的支出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 水 道 事 業 費 用 1,212,593 1,190,748 21,845 1.8%

資本的収入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 資 本 的 収 入 582,312 628,770 △ 46,458 △ 7.4%

資本的支出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 資 本 的 支 出 878,142 885,690 △ 7,548 △ 0.9%

７　令和２年度日高市下水道事業会計予算の状況

収益的収入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 下 水 道 事 業 収 益 960,488 81.6% 951,727 81.6% 8,761 0.9%

2 農業集落排水事業収益 62,936 5.3% 61,189 5.2% 1,747 2.9%

3
コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ
ン ト 事 業 収 益

154,379 13.1% 153,944 13.2% 435 0.3%

1,177,803 100.0% 1,166,860 100.0% 10,943 0.9%

収益的支出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 下 水 道 事 業 費 用 888,674 80.5% 905,928 80.8% △ 17,254 △ 1.9%

2 農業集落排水事業費用 62,936 5.7% 61,189 5.5% 1,747 2.9%

3
コ ミ ュ ニ テ ィ ・ プ ラ
ン ト 事 業 費 用

152,299 13.8% 154,112 13.7% △ 1,813 △ 1.2%

1,103,909 100.0% 1,121,229 100.0% △ 17,320 △ 1.5%

資本的収入 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 下水道事業資本的収入 679,750 100.0% 771,939 99.8% △ 92,189 △ 11.9%

2
農 業 集 落 排 水
事 業 資 本 的 収 入

1 0.0% 1,801 0.2% △ 1,800 △ 99.9%

3
コミュニティ・プラン
ト 事 業 資 本 的 収 入

52 0.0% 51 0.0% 1 2.0%

679,803 100.0% 773,791 100.0% △ 93,988 △ 12.1%

資本的支出 （単位：千円）

予算額 構成比 予算額 構成比

1 下水道事業資本的支出 1,109,242 96.9% 1,180,616 98.0% △ 71,374 △ 6.0%

2
農 業 集 落 排 水
事 業 資 本 的 支 出

14,365 1.3% 13,304 1.1% 1,061 8.0%

3
コミュニティ・プラン
ト 事 業 資 本 的 支 出

20,164 1.8% 11,085 0.9% 9,079 81.9%

1,143,771 100.0% 1,205,005 100.0% △ 61,234 △ 5.1%

増減率
令和元年度令和２年度

款

款

款

款

款

増減額

合　　　　　　計

合　　　　　　計

合　　　　　　計

合　　　　　　計

款

増減額

令和２年度 令和元年度

増減額

増減額

令和２年度 令和元年度

増減率

増減率

増減率

款

令和２年度
増減額

増減額

款

令和元年度

令和２年度 令和元年度

令和２年度 令和元年度

令和２年度

令和元年度令和２年度

令和元年度

増減率

増減率

増減額 増減率

増減率

増減額



令和２年度一般会計予算の重点施策
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その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進

事業名 担当課 事業費(千円)

1
総合戦略推進事務
（魅力アップ事業、未来を語る会）

政策秘書課 3,782

2
高齢者等おでかけ支援事業
（路線バス、タクシー利用料金の助成）

危機管理課 11,878

3 小規模企業振興事業 産業振興課 799

4
高麗川駅東口開設事業
高麗川駅東地区整備事業

市街地整備課 15,770

事業名 担当課 事業費(千円)

5 コミュニティ・スクール推進事業 学校教育課 755

6
小学校教職員用指導書整備事業
（デジタル教材の導入）

学校教育課 20,027

7
新高萩公民館建設事業
（新高萩公民館・出張所の実施設計）

教育総務課 24,387

8
学校給食事業
（学校給食センターの長寿命化工事）

教育総務課 195,748

事業名 担当課 事業費(千円)

9
家庭児童相談室運営事業
（相談体制の強化）

子育て応援課 83

10
子どものための教育・保育給付事業
（認定こども園の開設）

子育て応援課 365,246

11 高根児童室運営事業（開室時間の延長） 子育て応援課 745

12
乳幼児支援事業
（新生児聴覚検査費助成の開始など）

保健相談センター 8,249

事業名 担当課 事業費(千円)

13
防災情報伝達システム整備・維持管理事業
（防災行政無線のデジタル化工事など）

危機管理課 190,463

14
検診事業
（胃がん検診の個別検診の開始など）

保健相談センター 39,590

15 空き家対策等推進事業 都市計画課 266

16 緊急イノシシ防除対策事業 産業振興課 2,370

事業名 担当課 事業費(千円)

17
東京２０２０オリンピック関係事務
（聖火リレーなど）

政策秘書課 41,085

18 地域からの要望に対応した事業（区長要望） 危機管理課、建設課 185,366

○ 市の魅力を活用した誰もが住んでみたい、住み続けたくなる「定住促進」
に資する事業

Ⅰ 定住促進

○ 小中一貫教育の推進、未来を担う子どもたちへの更なる「教育の充実」
に資する事業

Ⅱ 教育の充実

○ 若い世代の結婚、妊娠、出産、育児までの切れ目のない「子育て応援」
に資する事業

Ⅲ 子育て応援

○ 市民が安心して健康に暮らすことができる「安心・安全の確保」
に資する事業

Ⅳ 安心・安全の確保

その他の重点事業

Ⅴ その他
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1

2

事業概要

　まち・ひと・しごと創生総合戦略の推進と併せて、移住や定住促進に向けた魅力
発信に取り組みます。

＜魅力アップ事業（3,184千円）＞
　市ＰＲ動画「大人になっても遠足したい！行こう遠足の聖地へ！」をＣＭ用に再
編集し、鉄道の車内ビジョンで放映します。併せて、ポスター等を掲出することに
より、１人でも多くの人に本市を訪れてもらえるようPRを行います。

＜日高の未来を語る会（123千円）＞
　市民をはじめ、事業者や関係者による市民ワークショップを開催し、これからの
地域づくりを考えます。

＜新婚世帯移住促進事業補助金（450千円）＞
　市外から転入し、１年以上居住の見込みがある新婚の夫婦に対して、引っ越し費
用や家具等の購入費用を最大３万円まで補助します。

P57企画費

3,782千円

事業費

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

総合戦略推進事務
（魅力アップ事業、未来を語る会）

政策秘書課

担当課 予算書頁予算科目

事業概要

　移動手段を持たない高齢者等の買い物、通院や社会参加などを促進するため、路
線バス利用又はタクシー利用に対する助成を行います。

＜ 対　 象 ＞　①自力での移動が困難な市内在住の75歳以上の人
　　　　　  　 ②自動車運転免許証を自主返納した市内在住の75歳未満の人
　　　　　  　   （自主返納時１回限り）
＜助成内容＞　次のうち、いずれかの選択制（１年度１回）
　　　　　　　・路線バス乗車券の購入費補助（上限額7,300円）
　　　　　　　・タクシー利用券の交付（500円×15枚）

事業費 (うち当該事業費)

11,878千円 (0千円)

企画費 P56危機管理課

高齢者等おでかけ支援事業
（路線バス、タクシー利用料金の助成）

継続

担当課 予算科目 予算書頁

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進
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3

4

(うち当該事業費)

15,770千円 (0千円)

高麗川駅東口開設事業
高麗川駅東地区整備事業

継続

担当課 予算科目 予算書頁

P114

事業費

予算書頁予算科目

事業概要

　日高市の中心であり、鉄道交通の主要玄関口であるJR高麗川駅東口の早期開設に
向け、鉄道事業者との協議・調整を進めます。
　令和２年度は、自由通路及び駅舎整備基本設計に係る協議を進めます。
　また、高麗川駅東口の開設に向けて、駅前広場（面積1,800㎡）の整備に係る詳
細設計（交通安全施設、高低差の調整等。15,268千円）を行います。

市街地整備課
都市計画総務費
道路新設改良費

P125
P123

事業費

商工総務費

799千円

事業概要

　市内の小規模企業の成長及びその事業の持続的発展を図るため、日高市商工会と
共催で次の事業を実施します。

＜創業塾＞
　創業に関する講座（連続講座で４日間、６月～８月を予定）を実施します。
　
＜合同企業説明会＞
　市内の企業等が合同で求人採用の説明会を開催します。
　
＜事業承継支援＞
　事業の承継や後継者問題に関する相談会（年４回）を実施します。

　また、創業塾など特定の創業支援を受けた人のうち、市内で開業、又は市内に事
業所を設置した人に対し、登記や設備費用等として、創業支援補助金（補助率
1/2、限度額10万円）を交付します。
　振興策については、日高市小規模企業振興審議会を開催して決定します。

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

小規模企業振興事業

産業振興課

担当課

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進
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5

6

事業概要

　令和２年度は、令和元年度にモデル校として実施した高萩小学校・中学校区をは
じめとして、市内全６小学校・中学校区（高麗、高麗川、高萩、高根、高萩北、武
蔵台）にそれぞれ学校運営協議会を設置（コミュニティ・スクール）し、地域と一
体となって、特色ある学校づくりを展開します。

＜学校運営協議会＞
　役割等　校長が作成する学校運営の基本方針を承認すること
　　　　　学校運営について教育委員会や校長に意見を述べること
　　　　　教職員の任用に関し、規則に定める事項について意見を述べること
　委員数　10名以内　地域住民（※）、保護者、地域学校協働活動推進員等
　　　　　　（※）公募で２名を予定

P136事務局費

755千円

事業費

拡充

(うち当該事業費)

(0千円)

学校教育課

担当課 予算書頁予算科目

コミュニティ・スクール推進事業

事業概要

　小学校教科書の改訂に併せ指導書を整備するとともに、理科の指導者用デジタル
教材（教科書）を導入（2,280千円）し、より理解しやすい授業を行います。
　デジタル教材（教科書）を使うことにより、各学校に設置してある電子黒板や大
型テレビ等を用い、学校では行えない科学実験や紙の教科書では表現できないよう
な気象体験などの変化を、動画やアニメーション等を視聴しながら学ぶことができ
るようになります。

　＜教科＞　理科
　＜対象＞　市内６小学校の小学３年生～６年生の児童
　　　　　　約2,000人、63学級

事業費 (うち当該事業費)

20,027千円 (0千円)

教育振興費 P139学校教育課

小学校教職員用指導書整備事業
（デジタル教材の導入）

新規

担当課 予算科目 予算書頁

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進
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7

8

事業概要

　市内の小中学校の給食（全12校、約5,000食、185回提供（※））を調理して
いる学校給食センター施設の長寿命化（118,608千円）を図ります。
　令和２年度の施設長寿命化に係る主な工事等は、次のとおりです。

　・ボイラー更新工事　　　　　 80,850千円
　・フライヤーフード取替工事　　2,200千円
　・食缶洗浄機の更新　　　　　 18,920千円
　・フライヤーの更新　　　　　 12,980千円
　・給水ポンプ更新工事　　　　　2,249千円
　・洗浄棟屋根上ダクト撤去工事　　696千円
　・トイレ改修工事　　　　　　　　713千円　　　（※）平成30年度実績

事業費 (うち当該事業費)

24,387千円

学校給食事業
（学校給食センターの長寿命化工事）

事業概要

　市内にある６つの公民館のうち最も古い高萩公民館（昭和48年竣工）及び隣接し
ている高萩出張所（昭和51年竣工）が老朽化しているため、公民館と出張所機能を
併せ持つ複合施設の建設を進めています。
　建設予定地は、高萩小・中学校がコミュニティ・スクールを基盤とした小中一貫
教育を展開しており、地域の拠点として、公共施設の集約化を図るため、高萩小学
校の敷地内（校庭東側）を予定しています。
　令和２年度は、新高萩公民館建設工事実施設計を行います。

195,748千円 (0千円)

公民館費

担当課 予算科目 予算書頁

教育総務課 学校給食費

新規

P155

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

教育総務課

担当課

P150

新高萩公民館建設事業
（新高萩公民館・出張所の実施設計）

予算書頁予算科目

事業費

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進
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9

10

(うち当該事業費)

365,246千円 (0千円)

子どものための教育・保育給付事業
（認定こども園の開設）

拡充

担当課 予算科目 予算書頁

P88

事業費

予算書頁予算科目

事業概要

　子ども・子育て支援法に基づき、市内及び市外の認定こども園等へ子どものため
の教育・保育給付金の支給を行います。
　令和２年度から、幼保連携型認定こども園「日高ふじみだい認定こども園」が開
設され、市内の保育受入体制は全体で993人（46人増）になります。

＜市内の保育所等の定員状況＞
　公  立  保  育  所 （３施設）　310人
　民  間  保  育  園 （５施設）　480人
　地域型保育事業所（３施設）　  31人
　認 定 こ ど も 園 （２施設）　172人　※保育園機能のみ

（参考）認定こども園の定員状況
　フレンド認定こども園　　　　　180人（保育園機能  66人、幼稚園機能114人）
　日高ふじみだい認定こども園　　232人（保育園機能106人、幼稚園機能126人）

子育て応援課 児童措置費 P90

事業費

児童福祉総務費

83千円

事業概要

　家庭児童相談室では、家庭児童相談員、社会福祉主事、保健師を配置し、電話や
訪問による相談対応や助言指導を行っています。
　近年、児童の養育に関して複雑な問題や児童虐待に関する相談等が増えているこ
とから、家庭児童相談員を常時２名体制にし、相談体制の強化を図ります。
　また、国の児童虐待防止対策体制総合強化プランに基づき、子ども家庭総合支援
拠点（※）の設置に向けた準備を進めます。

（※）令和４年度までに全市町村で設置することとされています。
　　　福祉、保健・医療、教育等の関係機関と連携しながら必要な支援に繋げる活動や機能を
　　　有する拠点で、継続的なソーシャルワークを行います。

拡充

(うち当該事業費)

(0千円)

家庭児童相談室運営事業
（相談体制の強化）

子育て応援課

担当課

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進
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11

12

担当課 予算書頁予算科目

事業概要

　児童の遊び場として、また、主に未就園児の保護者が交流できる拠点の一つとし
て、高根児童室を運営しています。県の専門研修を受けた子育て支援員（２名）を
配置し、親子リトミックやアロママッサージなど各種講座の開催や子育てに関する
相談を行っています。
　令和２年度からは、開室時間（10月～３月は午後４時に閉室）の見直しを行い、
年間を通じ午前９時から午後５時まで開室します。

＜高根児童室の概要＞
　場　　所　日高市大字中鹿山523番地３　高根小学校東棟１階
　開室日等　月曜日～土曜日（祝日及び年末年始は休館）
　　　　　　午前９時～午後５時まで

P92児童福祉施設費

745千円

事業費

　新生児の聴覚機能の状況を早期に把握し、早い段階で適切な対応を行うことがで
きるよう、出生入院中の新生児が受ける聴覚検査費用の一部助成（上限額１人
5,000円）を開始します。

＜新生児聴覚検査費助成金（1,400千円）＞
　対　象　令和２年４月１日以降の聴覚検査受検費用
　助成額　新生児１人につき初回検査料に対し5,000円まで

　また、発育発達相談については、医師、言語聴覚士及び理学療法士に臨床心理士
を新たに加え、体制の強化を図ります（945千円）。

事業費 (うち当該事業費)

8,249千円 (0千円)

拡充

(うち当該事業費)

(0千円)

高根児童室運営事業（開室時間の延長）

子育て応援課

事業概要

保健衛生総務費 P100保健相談センター

新規

担当課 予算科目 予算書頁

乳幼児支援事業
（新生児聴覚検査費助成の開始など）

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進
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13

14

事業概要

　疾病の早期発見、早期治療に結び付くよう各種検診を行います。
　がん検診については、各種がん検診が一度に受診できるよう合同検診日を設けて
実施しています。特に、がんのり患数及び死亡数が高い「大腸」、「胃」及び
「肺」のがん検診については、前年度に引き続き、土曜、日曜日の検診も行いま
す。
　さらに、令和２年度からは、胃がん検診（内視鏡検査）の個別検診（※）を開始
（1,176千円）します。

（※）飯能地区医師会管内の契約医療機関となります。

保健相談センター 予防費 P101

事業費

39,590千円

190,463千円

事業費

予算書頁予算科目

検診事業
（胃がん検診の個別検診の開始など）

新規

担当課 予算科目 予算書頁

事業概要

　災害の危険性が高まった際に避難情報等を市民へ一斉に伝達する手段として防災
行政無線やJアラートの運用管理を行っています。
　令和２年度は、令和元年度に継続費を設定して進めている防災行政無線のデジタ
ル化工事を引き続き実施します。
　
＜防災行政無線のデジタル化工事（継続費設定）の内容＞
　市役所親機及び飯能日高消防署内遠隔操作卓の更新、高性能スピーカーを導入し
た屋外拡声子局（64基）の建替えを行います。また、独自に気象観測装置や防災情
報集約システムを構築し、迅速に避難情報等をメールやSNS等へ配信するなど、情
報伝達手段の多重化を図ります。
　総額は、447,799千円　うち令和元年度予算　268,440千円
　　　　　　　　　　 　 　　　令和２年度予算　179,359千円

　また、県が整備した地上系防災行政無線の再整備費用（6,000千円）を負担し、
機器の更新を行います。

継続

(うち当該事業費)

(0千円)

防災情報伝達システム整備・維持管理事業
（防災行政無線のデジタル化工事など）

危機管理課

担当課

P63防災費

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進



令和２年度一般会計予算の重点施策

Ⅳ 安心・安全の確保
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15

16

担当課 予算書頁予算科目

事業概要

　空き家に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、新たに日高市空家等対
策協議会（※）を設置するとともに、令和元年度に制定した日高市空家等対策の推
進に関する条例に基づき、人の生命、身体又は財産に危害が及ぶことが懸念される
空き家が確認できた際は、窓等開口部の閉鎖、屋根瓦等の落下物防止や樹木の枝打
ちなどの緊急安全措置を講じます。

　（※）日高市空家等対策協議会設置条例　令和２年４月１日施行予定
　　　　委員数10人以内、任期は２年。

P127住宅管理費

266千円

事業費

　近年、イノシシによる農作物等への被害が発生しています。また、昨年には、昼
間でも市街地等に出没するなど、市民生活への影響が懸念されるようになってきま
した。
　こうした状況から、継続的に実施している有害鳥獣駆除対策事業のほかに、緊急
でイノシシの防除対策を実施します。
　主な内容は、次のとおりで、日高猟友会や被害に遭われている地域住民の皆さん
と連携し、イノシシの捕獲100頭を見込んでいます。

　　・イノシシの生態と被害防止対策の講演会
　　・イノシシ捕獲者養成講座の開催、捕獲罠の貸出
　　・イノシシを捕獲した場合の報奨金　１頭あたり10,000円
　　・イノシシを処分した場合の報奨金　１頭あたり  3,000円
　　・狩猟（わな）免許取得者への助成 　一律8,000円

事業費 (うち当該事業費)

2,370千円 (0千円)

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

空き家対策等推進事業

都市計画課

農業振興費 P112産業振興課

緊急イノシシ防除対策事業 新規

担当課 予算科目 予算書頁

事業概要

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進



令和２年度一般会計予算の重点施策

Ⅴ その他

- 16 -

17

18

※新規　　新規に立ち上げた事業、又は事業中に新規の取組みがあるもの

　拡充　　事業中に対象の拡大や増額、手法の工夫などを行っているもの

　継続　　前年度以前から、引き続き重点的に取り組む事業

東京２０２０オリンピック関係事務
（聖火リレーなど）

危機管理課、建設課

事業概要

新規

(うち当該事業費)

(0千円)

政策秘書課

担当課

P57企画費

担当課 予算科目 予算書頁

185,366千円

　市内の各行政区から要望のあった市民生活に直結する身近な課題に対し、きめ細
やかな行政運営を行います。
　令和２年度は、令和元年度の各行政区の区長からの要望事項のうち、予算の範囲
内で対応可能な事業を実施します。
　内訳は、道路照明灯をはじめ、道路反射鏡、道路標示や車線分離標の設置など、
交通安全施設の整備費用として、75件分、14,682千円を計上しています。
　また、舗装修繕、側溝整備など、市道の整備や河川・水路の整備費用として、58
件分、170,684千円を計上しています。

事業費

交通安全対策費、道路維持費
道路新設改良費、河川改良費

P60、122、
123、124

地域からの要望に対応した事業（区長要望） 継続

予算書頁予算科目

事業概要

　東京2020オリンピック聖火リレーが日高市を通過します。
　日高市は、地域の特色を活かした聖火リレーを行う特殊区間となっており、一部
のスロット（区間）において高麗郡建郡にちなんだカラフルな衣装や乗馬による聖
火リレーを行います。
　
　　日　　　程　令和２年７月７日（火）午後２時～３時頃（予定）
　　通過ルート　高麗神社～巾着田（10スロット）
　　イベント等　高麗神社での出発前イベント（市独自行事）
　　　　　　　　巾着田でのミニセレブレーション（公式行事）
　
　また、県内で開催されるオリンピックの一部競技のチケットを機運醸成イベント
（今後計画）に参加した市民へ抽選販売を行う予定です。

41,085千円

事業費

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の
充 実

定 住
促 進
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３ 一般会計予算の推移

歳入 （単位：千円）

予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率

1 市 税 8,018,140 44.5% 1.9% 8,162,982 45.2% 1.8% 8,174,547 46.6% 0.1% 8,451,543 46.6% 3.4% 8,351,081 44.6% △ 1.2%

2 地 方 譲 与 税 154,001 0.9% 0.7% 160,001 0.9% 3.9% 169,001 1.0% 5.6% 163,001 0.9% △ 3.6% 176,245 0.9% 8.1%

3 利 子 割 交 付 金 8,000 0.1% △ 20.0% 4,000 0.0% △ 50.0% 10,000 0.1% 150.0% 12,000 0.1% 20.0% 5,000 0.0% △ 58.3%

4 配 当 割 交 付 金 50,000 0.3% 8.7% 50,000 0.3% 0.0% 33,000 0.2% △ 34.0% 38,000 0.2% 15.2% 27,000 0.2% △ 28.9%

5 株式等譲渡所得割交付金 90,000 0.5% 80.0% 60,000 0.3% △ 33.3% 60,000 0.3% 0.0% 60,000 0.3% 0.0% 30,000 0.2% △ 50.0%

6 法 人 事 業 税 交 付 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― 57,000 0.3% 皆増

7 地 方 消 費 税 交 付 金 916,000 5.1% 9.8% 906,000 5.0% △ 1.1% 1,005,000 5.7% 10.9% 1,060,000 5.9% 5.5% 1,070,000 5.7% 0.9%

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 80,000 0.4% 0.0% 84,000 0.5% 5.0% 86,000 0.5% 2.4% 82,000 0.5% △ 4.7% 78,000 0.4% △ 4.9%

自 動 車 取 得 税 交 付 金 40,001 0.2% 14.3% 60,001 0.3% 50.0% 80,001 0.5% 33.3% 35,001 0.2% △ 56.2% ― ― 皆減

9 環 境 性 能 割 交 付 金 ― ― ― ― ― ― ― ― ― 8,000 0.0% 皆増 35,000 0.2% 337.5%

10 地 方 特 例 交 付 金 38,000 0.2% △ 9.5% 38,000 0.2% 0.0% 39,000 0.2% 2.6% 56,000 0.3% 43.6% 55,000 0.3% △ 1.8%

11 地 方 交 付 税 1,300,000 7.2% 1.8% 1,260,000 7.0% △ 3.1% 1,101,000 6.3% △ 12.6% 1,170,000 6.5% 6.3% 1,250,000 6.7% 6.8%

12 交通安全対策特別交付金 7,500 0.0% △ 7.4% 6,700 0.0% △ 10.7% 6,700 0.0% 0.0% 6,700 0.0% 0.0% 6,800 0.0% 1.5%

13 分 担 金 及 び 負 担 金 305,226 1.7% △ 6.7% 307,550 1.7% 0.8% 302,228 1.7% △ 1.7% 323,862 1.8% 7.2% 201,555 1.1% △ 37.8%

14 使 用 料 及 び 手 数 料 243,514 1.4% 11.9% 236,739 1.3% △ 2.8% 232,143 1.3% △ 1.9% 238,092 1.3% 2.6% 241,133 1.3% 1.3%

15 国 庫 支 出 金 2,403,987 13.3% △ 10.4% 2,492,640 13.8% 3.7% 2,373,975 13.5% △ 4.8% 2,505,872 13.8% 5.6% 2,793,193 14.9% 11.5%

16 県 支 出 金 1,029,642 5.7% △ 1.3% 1,077,189 6.0% 4.6% 1,111,873 6.3% 3.2% 1,161,329 6.4% 4.4% 1,349,314 7.2% 16.2%

17 財 産 収 入 26,349 0.2% △ 27.6% 16,006 0.1% △ 39.3% 7,927 0.1% △ 50.5% 18,581 0.1% 134.4% 11,386 0.1% △ 38.7%

18 寄 附 金 62,003 0.3% 95.5% 112,343 0.6% 81.2% 142,657 0.8% 27.0% 143,150 0.8% 0.3% 153,347 0.8% 7.1%

19 繰 入 金 874,028 4.8% 4.2% 986,781 5.5% 12.9% 842,733 4.8% △ 14.6% 908,708 5.0% 7.8% 923,450 4.9% 1.6%

20 繰 越 金 500,000 2.8% 0.0% 500,000 2.8% 0.0% 500,000 2.9% 0.0% 500,000 2.8% 0.0% 500,000 2.7% 0.0%

21 諸 収 入 223,809 1.2% △ 66.0% 166,168 0.9% △ 25.8% 165,615 0.9% △ 0.3% 140,061 0.8% △ 15.4% 252,596 1.4% 80.3%

22 市 債 1,659,800 9.2% △ 3.4% 1,362,900 7.6% △ 17.9% 1,106,600 6.3% △ 18.8% 1,038,100 5.7% △ 6.2% 1,142,900 6.1% 10.1%

18,030,000 100.0% △ 2.3% 18,050,000 100.0% 0.1% 17,550,000 100.0% △ 2.8% 18,120,000 100.0% 3.2% 18,710,000 100.0% 3.3%

令和元年度平成２８年度 平成３０年度平成２９年度 令和２年度
款

合　　　　　　計

令和２年度当初予算についてその他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進
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令和２年度当初予算について

３ 一般会計予算の推移

その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進

歳出（目的別） （単位：千円）

予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率

1 議 会 費 177,699 1.0% △ 6.9% 180,304 1.0% 1.5% 176,396 1.0% △ 2.2% 186,842 1.0% 5.9% 179,541 1.0% △ 3.9%

2 総 務 費 2,494,554 13.8% △ 14.4% 2,715,603 15.1% 8.9% 2,631,354 15.0% △ 3.1% 2,931,318 16.2% 11.4% 2,750,077 14.7% △ 6.2%

3 民 生 費 7,317,101 40.6% 5.1% 7,691,533 42.6% 5.1% 7,350,130 41.9% △ 4.4% 7,789,857 43.0% 6.0% 8,388,726 44.8% 7.7%

4 衛 生 費 1,598,692 8.9% 2.0% 1,503,809 8.3% △ 5.9% 1,488,979 8.5% △ 1.0% 1,521,908 8.4% 2.2% 1,530,821 8.2% 0.6%

5 労 働 費 604 0.0% 3.1% 546 0.0% △ 9.6% 540 0.0% △ 1.1% 511 0.0% △ 5.4% 593 0.0% 16.0%

6 農 林 水 産 業 費 77,009 0.4% △ 16.9% 86,484 0.5% 12.3% 88,410 0.5% 2.2% 86,876 0.5% △ 1.7% 86,098 0.5% △ 0.9%

7 商 工 費 215,340 1.2% 10.3% 214,728 1.2% △ 0.3% 151,582 0.9% △ 29.4% 155,998 0.9% 2.9% 154,201 0.8% △ 1.2%

8 土 木 費 1,876,573 10.4% △ 8.3% 1,699,426 9.4% △ 9.4% 1,528,240 8.7% △ 10.1% 1,472,463 8.1% △ 3.6% 1,318,129 7.0% △ 10.5%

9 消 防 費 866,798 4.8% 2.4% 846,569 4.7% △ 2.3% 820,766 4.7% △ 3.0% 825,916 4.5% 0.6% 843,034 4.5% 2.1%

10 教 育 費 1,869,444 10.4% △ 15.3% 1,589,818 8.8% △ 15.0% 1,651,014 9.4% 3.8% 1,504,836 8.3% △ 8.9% 1,744,722 9.4% 15.9%

11 災 害 復 旧 費 1 0.0% 0.0% 1 0.0% 0.0% 2 0.0% 100.0% 2 0.0% 0.0% 2 0.0% 0.0%

12 公 債 費 1,182,106 6.6% 23.2% 1,203,071 6.7% 1.8% 1,333,734 7.6% 10.9% 1,354,603 7.5% 1.6% 1,447,231 7.7% 6.8%

13 諸 支 出 金 314,079 1.7% △ 28.6% 278,108 1.5% △ 11.5% 288,853 1.6% 3.9% 248,870 1.4% △ 13.8% 226,825 1.2% △ 8.9%

14 予 備 費 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0%

18,030,000 100.0% △ 2.3% 18,050,000 100.0% 0.1% 17,550,000 100.0% △ 2.8% 18,120,000 100.0% 3.2% 18,710,000 100.0% 3.3%

令和元年度平成２８年度 平成３０年度平成２９年度 令和２年度
款

合　　　　　　計
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３ 一般会計予算の推移

令和２年度当初予算についてその他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進

歳出（性質別） （単位：千円）

予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率 予算額 構成比 増減率

1 人 件 費 3,085,701 17.1% 0.4% 3,099,499 17.2% 0.4% 3,088,398 17.6% △ 0.4% 3,095,162 17.1% 0.2% 3,506,672 18.7% 13.3%

2 物 件 費 3,185,602 17.7% 4.7% 3,153,899 17.5% △ 1.0% 3,010,412 17.2% △ 4.5% 3,024,930 16.7% 0.5% 2,988,291 16.0% △ 1.2%

3 維 持 補 修 費 168,924 0.9% 9.7% 147,429 0.8% △ 12.7% 128,959 0.7% △ 12.5% 129,670 0.7% 0.6% 129,560 0.7% △ 0.1%

4 扶 助 費 4,402,382 24.4% 1.8% 4,675,502 25.9% 6.2% 4,529,795 25.8% △ 3.1% 4,567,527 25.2% 0.8% 5,155,658 27.6% 12.9%

5 補 助 費 等 2,066,622 11.5% 5.2% 1,748,347 9.7% △ 15.4% 1,843,757 10.5% 5.5% 1,927,058 10.6% 4.5% 1,536,257 8.2% △ 20.3%

6 普 通 建 設 事 業 費 1,538,306 8.5% △ 26.5% 1,174,564 6.5% △ 23.6% 1,030,970 5.9% △ 12.2% 1,293,427 7.2% 25.5% 1,320,586 7.1% 2.1%

あ う ち 補 助 事 業 費 225,609 1.3% △ 73.5% 228,320 1.3% 1.2% 121,045 0.7% △ 47.0% 178,533 1.0% 47.5% 105,990 0.6% △ 40.6%

7 災 害 復 旧 費 1 0.0% 0.0% 1 0.0% 0.0% 2 0.0% 100.0% 2 0.0% 0.0% 2 0.0% 0.0%

8 公 債 費 1,182,106 6.6% 23.2% 1,203,071 6.7% 1.8% 1,333,734 7.6% 10.9% 1,354,603 7.5% 1.6% 1,447,231 7.7% 6.8%

9 積 立 金 394,865 2.2% △ 51.5% 674,402 3.7% 70.8% 604,067 3.5% △ 10.4% 603,993 3.3% 0.0% 417,625 2.2% △ 30.9%

10 投 資 及 び 出 資 金 0 ― ― 0 ― ― 0 ― ― 0 ― ― 0 ― ―

11 繰 出 金 1,959,990 10.9% △ 1.4% 2,127,785 11.8% 8.6% 1,934,405 11.0% △ 9.1% 2,078,127 11.5% 7.4% 2,162,618 11.6% 4.1%

12 貸 付 金 5,501 0.0% 0.0% 5,501 0.0% 0.0% 5,501 0.0% 0.0% 5,501 0.0% 0.0% 5,500 0.0% 0.0%

13 予 備 費 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0% 40,000 0.2% 0.0%

18,030,000 100.0% △ 2.3% 18,050,000 100.0% 0.1% 17,550,000 100.0% △ 2.8% 18,120,000 100.0% 3.2% 18,710,000 100.0% 3.3%合　　　　　　計

款
令和２年度令和元年度平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度
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令和２年度当初予算について

（単位：千円）

うち補助事業

議 会 費 168,315 8,430 117 2,679 179,541 1.0%

総 務 管 理 費 909,503 523,686 8,664 20,880 64,314 411,794 253,297 2,192,138 11.7%

徴 税 費 201,594 98,572 22,878 323,044 1.7%

戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 87,824 41,260 33,272 162,356 0.9%

選 挙 費 13,021 10,224 12,479 35,724 0.2%

統 計 調 査 費 24,581 1,841 8 26,430 0.1%

監 査 委 員 費 9,921 346 118 10,385 0.1%

社 会 福 祉 費 339,842 220,284 1,331,164 139,432 1,826,373 187,431 4,044,526 21.6%

児 童 福 祉 費 400,924 52,044 1,543 2,804,661 11,683 42,267 3,313,122 17.7%

生 活 保 護 費 71,850 7,612 951,312 1,030,774 5.5%

災 害 救 助 費 2 300 2 304 0.0%

保 健 衛 生 費 174,511 227,690 2,463 90,964 1,316 50,200 30,200 547,144 2.9%

清 掃 費 34,608 865,299 878 72,892 10,000 983,677 5.3%

労 働 諸 費 312 153 128 593 0.0%

農 業 費 53,299 10,726 150 12,726 1,000 77,901 0.4%

林 業 費 3,146 400 138 4,513 8,197 0.1%

商 工 費 48,092 77,489 2,699 18,286 2 5,000 2,633 154,201 0.8%

土 木 管 理 費 171,287 33,759 77 4,308 1,700 650 211,131 1.1%

道 路 橋 り ょ う 費 19,772 83,168 1 367,684 75,140 470,625 2.5%

河 川 費 248 1,349 63,900 65,497 0.4%

都 市 計 画 費 133,789 81,038 1,000 349 336,245 200 552,621 3.0%

住 宅 費 240 1,996 800 13,227 1,992 18,255 0.1%

消 防 費 24,586 19,919 500 777,941 20,088 843,034 4.5%

教 育 総 務 費 340,054 133,372 15,841 500 489,767 2.6%

小 学 校 費 8,128 131,371 8,784 23,303 317 15,173 187,076 1.0%

中 学 校 費 5,665 84,542 9,044 21,575 465 12,481 133,772 0.7%

社 会 教 育 費 176,564 176,040 7,936 9,725 30,076 400,341 2.1%

保 健 体 育 費 108,162 157,430 3,800 3,910 260,464 533,766 2.9%

公共土木施設災害復旧費 2 2 0.0%

公 債 費 1,447,231 1,447,231 7.7%

公 営 企 業 費 226,825 226,825 1.2%

予 備 費 40,000 40,000 0.2%

3,506,672 2,988,291 129,560 5,155,658 1,536,257 1,447,231 417,625 0 5,500 2,162,618 1,320,586 105,990 2 40,000 18,710,000 100.0%

18.7% 16.0% 0.7% 27.6% 8.2% 7.7% 2.2% ― 0.0% 11.6% 7.1% 0.6% 0.0% 0.2% 100.0%

3,095,162 3,024,930 129,670 4,567,527 1,927,058 1,354,603 603,993 0 5,501 2,078,127 1,293,427 178,533 2 40,000 18,120,000

13.3% △ 1.2% △ 0.1% 12.9% △ 20.3% 6.8% △ 30.9% ― △ 0.0% 4.1% 2.1% △ 40.6% 0.0% 0.0% 3.3%

構 成 比

前 年 度 予 算 額

対 前 年 増 減 率

31

32

歳 出 合 計

28

29

30

16
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19

20
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24

25

26
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15
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1

2

3

4

5

6

7

8

9
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11

12

消      費      的      経      費 そ   の   他   の   経   費 投 資 的 経 費

普 通 建 設 事 業 費
人  件  費  物  件  費 維持補修費 扶  助  費 補 助 費 等 公  債  費 積  立  金

投資及び
出資金

貸　付　金
構成比

繰  出　金 災害復旧費
予備費 合      計

一般会計・歳出予算(性質別)の状況４

その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進
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令和２年度当初予算について

令和２年度日高市一般会計予算における地方消費税交付金（社会保障財源化分）の使途内訳５

その他

観光
環境

教育
子育て

都市
基盤

その他

安 心
安 全

子育て
応 援

教育の

充 実

定住
促進

　地方消費税率の引上げによる引上げ分の地方消費税収については、「消費税法第１条第２項に規定する経費（社会保障４経費）その他社会保障施策に要する経費」に充てるものとされています。

　日高市では、下表のとおり充当しています。

【歳入】 地方消費税交付金 1,070,000 千円

（うち社会保障財源化分（税率引上げ分） 560,000 千円）

【歳出】 社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 7,542,730 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 98,000 98,000 （単位：千円）

款 項 目

社会福祉総務費 323,650 18,190 131,400 422 173,638 27,778 145,860

障害者福祉費 1,285,618 902,151 0 2 383,465 61,345 322,120

老人福祉費 31,077 458 0 2,277 28,342 4,534 23,808

児童福祉総務費 33,415 20,945 0 340 12,130 1,940 10,190

児童措置費 2,029,194 1,468,061 0 52,982 508,151 81,291 426,860

児童福祉施設費 458,759 155,546 0 157,011 146,202 23,389 122,813

生活保護総務費 8,297 2,547 0 0 5,750 920 4,830

扶助費 951,312 736,324 0 0 214,988 34,393 180,595

5,121,322 3,304,222 131,400 213,034 1,472,666 235,590 1,237,076

老人福祉費 668,604 32,766 0 0 635,838 101,718 534,120

国民健康保険事業費 491,946 122,321 0 0 369,625 59,131 310,494

1,160,550 155,087 0 0 1,005,463 160,849 844,614

障害者福祉費 133,192 61,532 0 0 71,660 11,464 60,196

老人福祉費 671,767 90,026 0 22,531 559,210 89,459 469,751

児童福祉費 児童福祉総務費 172,572 26,343 0 0 146,229 23,393 122,836

保健衛生総務費 92,515 1,914 0 27,789 62,812 10,048 52,764

予防費 190,812 7,099 0 1,202 182,511 29,197 153,314

1,260,858 186,914 0 51,522 1,022,422 163,561 858,861

7,542,730 3,646,223 131,400 264,556 3,500,551 560,000 2,940,551

その他地方債

合計

社会保険
民生費 社会福祉費

小計

保健衛生

民生費
社会福祉費

衛生費 保健衛生費

小計

引上げ分の
地方消費税
（社会保障財源
　化分の市町村
　交付金）

その他

社会福祉
民生費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

小計

項目
予算科目

事業費

財源内訳

特定財源
一般財源

一般財源内訳

国県


